
                            

 

 

令和３年６月２３日 

 

  

組合長・特別会員 様 

 

                         小田原食品衛生協会長 

                                                

 

食品衛生法施行細則の一部改正について 

 

当協会の事業運営につきましては、日ごろからご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、標記のことについて、（公社）神奈川県食品衛生協会を通じて神奈川県健康 

医療局生活衛生部生活衛生課長から、次のとおり通知がありましたのでお知らせしま

す。 

 

 



 

生衛第１４２８号 

令和３年５月 28 日 

 

公益社団法人神奈川県食品衛生協会会長 様 

公益財団法人神奈川県生活衛生指導センター理事長 様 

 

  生活衛生課長  

 

食品衛生法施行細則の一部改正について（通知） 

 

 本県の食品衛生行政の推進につきましては、日頃から御協力いただき厚くお礼 

申し上げます。 

さて、標記のことについて、食品衛生法施行細則 の一部を改正する規則 （令和

２年神奈川県規則第 53 号）が本日付けで公布されましたので、お知らせします。 

 

１ 改正の趣旨 

  食品衛生法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 46 号）が令和３年６

月１日に全面施行されることに伴い、所要の改正を行うものであること。 

 

２ 改正の概要 

 (1) 事務の委任（第１条関係） 

  ア 新たな営業届出制度が創設されたことに伴い、営業届出及び届出営業者

の地位の承継届出の受理に関する事務を保健福祉事務所長に委任した。 

  イ 食品の自主回収情報の報告制度が創設されたことに伴い、当該届出の受

理に関する事務を保健福祉事務所長に委任した。 

  ウ 食品衛生法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 46 号）附則第９

条の規定によりその例によることとされる同法第２条の規定による改正後

の法第 57 条第１項の規定による営業の届出の受理（営業届出の事前届出の

受理）に関する事務の保健福祉事務所長への委任規定を削除した。 

 (2) 経由する書類の提出部数についての規定の削除（第３条関係） 

   保健福祉事務所長を経由して知事に提出する書類の部数に関する規定を削

除した。 

 (3) 食品衛生法施行規則に定めがある事項の整理（第９条、第 10 条、第 13 条、

第 14 条、第 16 条関係） 

   食品衛生管理者の設置等の届出等、営業許可申請書等、承継の届出、営業許

可申請事項の変更の届出、廃業、休業及び再開の届出並びに許可の取消しの

事項について、食品衛生法施行規則に定めが尽くされている部分及び届け出

るべき期間についての規定を削除する等の整理を行った。 

 (4) 様式の整備（第９条、第 10 条、第 13 条、第 15 条、第 16 条関係） 



   営業許可申請書、営業届、営業許可及び営業届の変更届、地位承継届、営業

許可及び営業届の廃業届、食品衛生管理者選任（変更）届に関し、規則で定

めていた様式を廃止し、国が別途通知で示す様式に合わせて別に知事が定め

ることとした。 

 (5) その他規定の整備 

   条番号の整理など所要の規定の整備を行った。 

 

３ 申請様式等について 

  改正後の食品衛生法施行細則第15条に基づき、知事が別に定める事項として、

別添１のとおり「食品衛生法に基づく営業許可申請等の様式に関する取扱い要

領」（以下「様式要領」という。）を策定した。また、様式要領で定める様式の記

載の方法等については別添２のとおり「食品衛生法に基づく営業許可申請等の

様式記載マニュアル」（以下「記載マニュアル」という。）を整備した。 

 

４ 施行期日 

  令和３年６月１日 

 

 

 

 

問合せ先 

食品衛生グループ 北條、青山  

電話(045)210-4940 
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新旧対照表 

○食品衛生法施行細則 

 

新 旧 

（事務の委任） （事務の委任） 

第１条 次に掲げる事務（第２号から第10号までに掲げる事務にあつては、食

品衛生法に基づく営業の施設基準等に関する条例（平成12年神奈川県条例第

８号）に規定する自動車において行う営業（以下「自動車において行う営

業」という。）に係るものを除く。）は、保健福祉事務所長に委任する。 

第１条 次に掲げる事務（第２号から第６号まで、第８号及び第９号に掲げる事

務にあつては、食品衛生法に基づく営業の施設基準等に関する条例（平成12年

神奈川県条例第８号）に規定する自動車を利用して行う営業（以下「自動車を

利用して行う営業」という。）に係るものを除く。）は、保健福祉事務所長に

委任する。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 法第55条第１項の規定により、営業を許可すること。 ⑵ 法第52条第１項の規定により、営業を許可すること。 

⑶ 法第56条第２項（法第57条第２項において準用する場合を含む。）の規

定により、地位の承継の届出を受理すること。 

⑶ 法第53条第２項の規定により、地位の承継の届出を受理すること。 

⑷ 法第57条第１項（法第68条第３項において準用する場合を含む。）の規

定により、営業の届出を受理すること。 

（新規） 

⑸ 法第58条第１項（法第68条第１項において準用する場合を含む。）の規

定により、食品等の回収の届出を受理すること。 

（新規） 

⑹ 法第59条（法第68条第１項及び第３項において準用する場合を含む。）

の規定により、食品等（と畜場法（昭和28年法律第114号）第14条第３項に

規定する検査に係る食肉並びに食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関す

る法律（平成２年法律第70号）第15条第１項から第３項までに規定する検

査及び同法第16条第５項に規定する確認に係る食鳥とたい、食鳥中抜とた

い及び食鳥肉等（次項において「食肉」という。）を除く。）（法第68条

第１項において準用する場合にあつては、おもちや）を廃棄させ、必要な

処置を命ずること。 

⑷ 法第54条の規定により、食品等（と畜場法（昭和28年法律第114号）第14

条第３項に規定する検査に係る食肉並びに食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律（平成２年法律第70号）第15条第１項から第３項までに規定

する検査及び同法第16条第５項に規定する確認に係る食鳥とたい、食鳥中抜

とたい及び食鳥肉等（次項において「食肉」という。）を除く。）を廃棄さ

せ、必要な処置を命ずること。 

⑺ 法第60条第１項（法第68条第１項及び第３項において準用する場合を含

む。）の規定により、営業の許可を取り消し、並びに営業を禁止し、及び

停止すること。 

⑸ 法第55条の規定により、営業の許可を取り消し、並びに営業を禁止し、及

び停止すること。 

⑻ 法第61条（法第68条第３項において準用する場合を含む。）の規定によ

り、施設の整備改善を命じ、並びに営業の許可を取り消し、営業を禁止

し、及び停止すること。 

⑹ 法第56条の規定により、施設の整備改善を命じ、並びに営業の許可を取り

消し、営業を禁止し、及び停止すること。 

（削除） ⑺ 法第62条において準用する法第54条及び第55条の規定により、おもちや、
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食品等を廃棄させ、必要な処置を命じ、並びに営業及び食品の供与を禁止

し、及び停止すること。 

（削除） ⑻ 食品衛生法等の一部を改正する法律（平成30年法律第46号）附則第９条の

規定によりその例によることとされる同法第２条の規定による改正後の法第

57条第１項の規定による営業の届出を受理すること。 

⑼ 食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省令第23号。以下「省令」とい

う。）第71条の規定により、変更の届出を受理すること。 

⑽ 省令第71条の２の規定により、廃業の届出書を受理すること。 

⑼ 食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省令第23号。以下「省令」という。）

第71条の規定により、営業許可申請事項の変更の届出を受理すること。 

（新規） 

２ 法第59条の規定により、食肉を廃棄させ、必要な処置を命ずる事務は、食

肉衛生検査所長に委任する。 

２ 法第54条の規定により、食肉を廃棄させ、必要な処置を命じる事務は、食肉

衛生検査所長に委任する。 

  

第２条 （略） 第２条 （略） 

（削除） （書類の提出部数） 

 第３条 前条の書類の提出部数は、２通とする。 

第３条 （略） 第４条 （略） 

第４条 （略） 第５条 （略） 

第５条 （略） 第６条 （略） 

第６条 （略） 第７条 （略） 

第７条 （略） 第８条 （略） 

（営業許可申請書及び営業届出書の添付書類） 

第８条 省令第67条に規定する申請書及び省令第70条の２に規定する届出書に

は、製造業の場合にあつては、製造方法の概要を記載した書類（製造品名、

原材料の種類及び配合分量、製造工程、製造数量等を記載したもの）を添え

なければならない。 

２ 前項の申請書には、法第55条第１項の規定による営業の許可を受けている

者から相続、合併又は分割以外の原因により譲り受ける営業の許可を受けよ

うとする場合において、営業施設に変更があつたときは、その変更の概要を

記載した書類を添えなければならない。 

（新規） 

（削除） （食品衛生管理者の設置等の届書等） 

 第９条 省令第49条第１項に規定する届書は、第３号様式とする。 

 ２ 前項の届書を提出した営業者は、その記載事項に変更が生じたときは、変更

が生じた日から10日以内に食品衛生管理者設置届出事項変更届（第４号様式）

をその施設の所在地を管轄する保健福祉事務所長に提出しなければならない。 
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（削除） （営業許可申請書等） 

 第10条 省令第67条第１項及び第２項に規定する申請書は、第５号様式（自動車

を利用して行う営業にあつては、第６号様式）とする。 

 ２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 ⑴ 営業施設の概要を記載した書類（建物又は営業車の構造及び主要設備の配

置、構造、材質、能力、数量等を記載したもの） 

 ⑵ 製造業の場合は、製造方法の概要を記載した書類（製造品名、原材料の種

類及び配合分量、製造工程、製造数量等を記載したもの） 

 ⑶ 使用水が水道水以外の水である場合は、国公立の衛生試験機関の水質検査

成績書の写し 

 ⑷ 食品の放射線照射業の場合は、放射性同位元素等使用許可証の写し 

 ３ 前項の規定にかかわらず、現に法第52条第１項の規定による営業の許可を受

けている者が許可の有効期間満了に際し引き続き同一の営業の許可を受けよう

とする場合は、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 ⑴ 前項第３号に掲げる書類 

 ⑵ 現に受けている営業許可の番号及びその年月日を記載した書類 

 ⑶ 営業施設に変更があつた場合は、その概要を記載した書類 

 

 

 

 

４ 法第52条第１項の規定による営業の許可を受けている者から相続、合併又は

分割以外の原因により譲り受ける営業の許可を受けようとする場合において、

営業施設に変更があつたときは、第２項各号に掲げる書類のほか、その変更の

概要を記載した書類を添えなければならない。 

（営業許可証の交付） （営業許可証の交付） 

第９条 知事（自動車において行う営業以外の営業にあつては、その営業所の

所在地を管轄する保健福祉事務所長。以下同じ。）は、法第55条第１項の許

可をしたときは、速やかに、申請者にその旨を通知するとともに、営業許可

証（第３号様式）を交付するものとする。 

第11条 知事（自動車を利用して行う営業以外の営業にあつては、その営業所の

所在地を管轄する保健福祉事務所長。以下同じ。）は、法第52条第１項の許可

をしたときは、速やかに、申請者にその旨を通知するとともに、営業許可証

（第７号様式）を交付するものとする。 

（営業許可証の掲示） （営業許可証の掲示） 

第10条 法第55条第１項の規定による許可を受けた営業者は、営業許可証を当

該営業施設の内部の見やすい場所に掲示しておかなければならない。ただ

し、特別の事情がある場合は、この限りでない。 

第12条 法第52条第１項の規定による許可を受けた営業者は、営業許可証を当該

営業施設の内部の見やすい場所に掲示しておかなければならない。ただし、特

別の事情がある場合は、この限りでない。 

（承継の届出） （承継の届出） 

第11条 省令第68条第１項、第69条第１項及び第70条第１項に規定する届出書

には、営業許可証及び分割にあつては当該営業を承継したことを証明する書

第13条 省令第68条第１項、第69条第１項及び第70条第１項に規定する届出書

は、第８号様式とする。 
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類を添えなければならない。 

（削除） ２ 前項の届出書には、営業許可証及び分割にあつては当該営業を承継したこと

を証明する書類を添えなければならない。 

２ （略） ３ （略） 

（営業許可申請事項の変更の届出） （営業許可申請事項の変更の届出） 

第12条 省令第71条の規定による届出（許可営業者に係るものに限る。）は、

営業許可証を添えて行わなければならない（省令第67条第１号、第４号、第

５号及び第６号に掲げる事項（第１号にあつては、申請者の氏名（法人にあ

つては、その名称）を除く。）の変更の場合を除く。）。 

第14条 省令第71条の規定による届出は、変更があつた日から10日以内に営業許

可申請事項変更届（第９号様式）に次に掲げる書類を添えて提出しなければな

らない。 

 ⑴ 営業許可証 

 ⑵ 省令第67条第１項第５号に掲げる事項に変更があつた場合は、その概要を

記載した書類 

２ 前条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 ２ 前条第３項の規定は、前項の届出について準用する。 

（営業許可証の再交付） （営業許可証の再交付） 

第13条 法第55条第１項の規定による許可を受けた営業者が、営業許可証を紛

失し、損傷し、又は汚損したことにより営業許可証の再交付を受けようとす

るときは、営業許可証再交付申請書（第４号様式）に営業許可証を添えて

（紛失した場合を除く。）、知事に申請しなければならない。 

第15条 法第52条第１項の規定による許可を受けた営業者が、営業許可証を紛失

し、損傷し、又は汚損したことにより営業許可証の再交付を受けようとすると

きは、営業許可証再交付申請書（第10号様式）に営業許可証を添えて（紛失し

た場合を除く。）、知事に申請しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（廃業、休業及び再開の届出並びに許可の取消し） （廃業、休業及び再開の届出並びに許可の取消し） 

第14条 省令第71条の２に規定する届出書には、営業許可証を添えなければな

らない。 

第16条 法第52条第１項の規定により許可を受けた営業者が廃業したときは、そ

の日から10日以内に廃業届（第11号様式）に営業許可証を添えて知事に提出し

なければならない。 

２ 法第55条第１項の規定により許可を受けた、又は法第57条第１項の規定に

より届出を行つた営業者が継続して１か月以上休業しようとするとき又は再

び営業を開始したときは、速やかに休業（営業再開）届（第５号様式）を知

事に提出しなければならない。 

２ 法第52条第１項の規定により許可を受けた営業者が継続して１か月以上休業

しようとするとき又は再び営業を開始したときは、休業又は営業再開の日から

10日以内に休業（営業再開）届（第12号様式）を知事に提出しなければならな

い。 

３ 法第55条第１項の規定により許可を受けた営業者が当該許可を取り消された

ときは、直ちに当該許可に係る営業許可証を知事に返還しなければならない。 

（実施細目） 

第15条 この規則に規定するもののほか、法の施行に関し必要な事項は、知事

が別に定める。 

３ 法第52条第１項の規定により許可を受けた営業者が当該許可を取り消された

ときは、直ちに当該許可に係る営業許可証を知事に返還しなければならない。 

 

（新規） 

 

第１号様式（第３条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 第１号様式（第４条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 
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（略） （略） 

第２号様式（第５条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 第２号様式（第６条関係） 

（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

（略） （略） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7/17  

新 旧 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8/17  

新 旧 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9/17  

新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10/17  

新 旧 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11/17  

新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12/17  

新 旧 

    



13/17  

新 旧 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14/17  

新 旧 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15/17  

新 旧 

第４号様式（第13条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 第10号様式（第15条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

（略） （略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16/17  

新 旧 

第５号様式（第14条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

（略） 

附 則 

第12号様式（第16条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

（略） 

附 則 

（施行日） 

１ （略） 

 

１ （略） 

（旧規則の廃止） 

２ （略） 

 

２ （略） 

（旧規則の廃止に伴う経過措置） 

３ （略） 

（旧法許可営業に関する準用） 

４ 第１条（第４号及び第５号を除く。）、第２条及び第10条から第15条までの

規定は、食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整

備及び経過措置に関する政令（令和元年政令第123号）附則第２条の規定によ

りなお従前の例により行われる営業及び当該営業を行う者について準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第１条第１項第

２号 

法第55条第１項 食品衛生法等の一部を改正す 

る法律（平成30年法律第46号） 

第２条の規定による改正前の 

食品衛生法（以下「旧法」とい 

う。）第52条第１項 

第１条第１項第

３号 

法第56条第２項（法第57

条第２項において準用す

る場合を含む。） 

旧法第53条第２項 

第１条第１項第

６号 

法第59条 旧法第54条 

法第68条第１項 旧法第62条第１項 

第１条第１項第

７号 

法第60条第１項（法第68

条第１項 

旧法第55条第１項（旧法第62 

条第１項 

第１条第１項第

８号 

法第61条（法第68条第３

項 

旧法第56条（旧法第62条第３項 

 

３ （略） 

（新規） 



17/17  

新 旧 

第１条第２項 法第59条 旧法第54条 

第10条及び第13

条第１項 

法第55条第１項 旧法第52条第１項 

第14条第１項 省令第71条の２に規定す

る届出書には、営業許可

証を添えなければ 

旧法第52条第１項の規定により 

許可を受けた営業者が廃業した 

ときは、廃業届に営業許可証を 

添えて知事に提出しなければ 

第14条第２項及

び第３項 

法第55条第１項 旧法第52条第１項 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


